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【機密性１情報】                                  

 

 

    

 

      

人事院規則１０―５（職員の放射線障害の防止）改正案の新旧対照表 

改正案 現 行 

（職員の実効線量及び等価線量の限度） 

第四条  （略） 

２ 各省各庁の長は、管理区域内において 

業務を行う放射線業務従事職員の等価線 

量が、次の各号に掲げる組織等の区分に 

応じ、当該各号に定める限度を超えない 

ようにしなければならない。 

  一 眼の水晶体 前項第一号に規定する

五年ごとに区分した各期間につき百ミ

リシーベルト及び一の年度につき五十

ミリシーベルト 

 二 皮膚 一の年度につき五百ミリシー

ベルト 

 三 妊娠中の女子の腹部表面 二ミリシ

ーベルト 

（職員の線量の測定） 

第五条 （略） 

２ 前項の外部被ばくによる線量の測定 

は、職員が管理区域に立ち入つている 

間、継続して、次に定めるところにより 

行わなければならない。 

 一 測定は、一センチメートル線量当 

量、三ミリメートル線量当量又は七十 

マイクロメートル線量当量のうち、 

実効線量及び等価線量の別に応じて、 

放射線の種類及びその有するエネルギ 

ーの値に基づき、いずれか適切と認め 

られるものについて行うものとするこ 

と。ただし、中性子線については一セ 

ンチメートル線量当量を、次号ハに掲 

げる部位については七十マイクロメー 

トル線量当量を測定すること。 

二（略） 

３ 前項の規定にかかわらず、眼の水晶体 

の等価線量を算定するための線量の測定 

（職員の実効線量及び等価線量の限度） 

第四条  （略） 

２ 各省各庁の長は、管理区域内において

業務を行う放射線業務従事職員の等価線

量が、次に掲げる限度を超えないように

しなければならない。 

   

一 一の年度の等価線量の限度 眼の水 

晶体については百五十ミリシーベル 

ト、皮膚については五百ミリシーベル 

ト 

（新設） 

 

二 妊娠中の女子の腹部表面の等価線量 

の限度 二ミリシーベルト 

（職員の線量の測定） 

第五条 （略） 

２ 前項の外部被ばくによる線量の測定

は、職員が管理区域に立ち入つている

間、継続して、次に定めるところにより

行わなければならない。 

 一 測定は、一センチメートル線量当 

量及び七十マイクロメートル線量当量 

（次号ハに掲げる部位については、七 

十マイクロメートル線量当量に限る。 

）について行うものとすること。ただ 

し、中性子線については、一センチメ 

ートル線量当量を測定すること。 

 

 

 

 

二（略） 

（新設） 
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【機密性１情報】                                  

 

 

    

 

は、眼の近傍その他の適切な部位につい 

て三ミリメートル線量当量を測定するこ 

とにより行うことができる。 

４ （略） 

５ 前各項に規定する測定並びにこれらの 

測定の結果に基づく実効線量及び等価線 

量の算定は、放射性同位元素等の規制に 

関する法律（昭和三十二年法律第百六十 

七号。以下「放射性同位元素等規制法」 

という。）第二十条の規定に基づいて定 

められる技術上の基準によつて行うもの 

とする。 

第六条～第二十三条 （略） 

（記録等） 

第二十四条 （略） 

２ 前項第一号については、四月一日、七 

月一日、十月一日及び一月一日を初日と 

する三月ごと、一の年度ごと（眼の水晶 

体に受けた等価線量にあつては、四月一 

日、七月一日、十月一日及び一月一日を 

初日とする三月ごと、一の年度ごと並び 

に第四条第一項第一号に規定する五年ご 

とに区分した各期間ごと）並びに一月 

測定職員については毎月一日を初日とす 

る一月ごとに、その期間中における線量 

の測定の結果並びにこれに基づき算定し 

た当該期間における実効線量及び等価線 

量をそれぞれ記録するものとする。 

３・４ （略） 

 

 

 

３ （略） 

４ 前三項に規定する測定並びにこれらの 

測定の結果に基づく実効線量及び等価線 

量の算定は、放射性同位元素等の規制に 

関する法律（昭和三十二年法律第百六十 

七号。以下「放射性同位元素等規制法」 

という。）第二十条の規定に基づいて定 

められる技術上の基準によつて行うもの 

とする。 

第六条～第二十三条 （略） 

（記録等） 

第二十四条 （略） 

２ 前項第一号については、四月一日、七 

月一日、十月一日及び一月一日を初日と 

する三月ごと、一の年度ごと並びに一月 

測定職員については毎月一日を初日とす 

る一月ごとに、その期間中における線量 

の測定の結果並びにこれに基づき算定し 

た当該期間における実効線量及び等価線 

量をそれぞれ記録するものとする。 

 

 

 

 

 

３・４ （略） 
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